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平成２６年度 総務省ＩＣＴ関係重点政策

～ ＩＣＴによる日本再興と便利で安心な活力ある社会の実現 ～
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安心・安全を守る情報セキュリティの強化

Ｇ空間情報の活用などオープンデータの推進

世界最高レベルのＩＣＴインフラの構築

イノベーションを創出する研究開発の推進
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農業農業 インフラ
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インフラ
管理

医療・介護
・健康

医療・介護
・健康

資源資源

ビッグデータ等の
活用による高付
加価値の新サー
ビス創出

４Ｋ・８Ｋ、スマー
トテレビﾞの普及、
放送コンテンツ
の海外展開

バリューチェーン
の構築による高
付加価値化の
実現

ＩＣＴを活用した
社会インフラの効
率的な維持管理
の実現

医療連携基盤の
全国展開、ＩＣＴ
健康モデルの確
立（スマートプラ
チナ社会）

海洋資源調査の
ための衛星通信
技術に関する研
究開発

社会的課題の解決

地域
活性化
地域

活性化

ＩＣＴを活用した
新たな街づくり
の実現のための
実証

ＩＣＴによる経済成長・社会的課題の解決

国際競争力
強化

国際競争力
強化

戦略的な国際共
同研究や国際標
準化、ＩＣＴ産業
の国際展開

教育教育

学校・家庭間を
シームレスに繋ぐ
「教育ICTシステ
ム」の標準化
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ICT利用産業の成長 × ICT産業の成長

社会課題解決 × グローバル展開

イノベーション誘発・国際競争力強化

ICT投資拡大・新産業創出

モバイル
（スマホ・Ｍ２Ｍ）

クラウド

ビッグデータ ソーシャル

４Ｋ・８Ｋ
ﾏﾙﾁｽｸﾘｰﾝ

万能のツール

成長のエンジン
日
本
の
元
気
・
成
長
を
実
現

全産業・部門の
成長

安心・快適社会
の実現

国際競争力の
強化

ＩＣＴの最新トレンド
「スマートＩＣＴ」

ＩＣＴ産業と異業種連携

「デマンドドリブン・イノベーション※」アプローチの強化

※デマンドドリブン・イノベーション：グローバルに共通する社会的課題に対するソリューションを開発すれば、
それが経済成長や国際競争力の向上に結びつくとする考え方

「スマートＩＣＴ」活用による成長の加速 2



0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

⼀般投資
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1.19

● 情報資本はGDPのプラス成長に一貫して貢献。

※九州⼤学 篠﨑教授、神奈川⼤学 飯塚准教授ほかの研究成果より

※ＩＣＴ資本特有の効果として、投資した企業だけでなく、他企業の生産性や
収益力も上昇する「ネットワーク効果」があることから、このような差が生じる
と考えられる。

● ICT投資のみが増加する場合と一般投資のみが増加する
場合の2015年の乗数効果を比較した場合、約2倍の差。

ICT投資の乗数効果（ICT投資とその他一般投資の比較）GDP成長率の寄与度分解

ＩＣＴによる経済効果

（注）EU-KLEMSのデータ制約のため、2006年までの数値
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• ＩＣＴ関係施策に係る平成２６年度概算要求については、「平成２６年度予算の概算要求に

当たっての基本的な方針について」（本年８月８日閣議了解）に基づき、

総額で１，４８４．９億円を要求。

• このうち同方針により設けられた「新しい日本のための優先課題推進枠」については、

３０１．８億円を要望。

平成２６年度ＩＣＴ関係予算概算要求

平成２６年度
要求・要望額

平成２５年度
当初予算額

対前年度予算
増減額

対前年度予算
増減率

要求額 要望額

一般財源 ７３４．８億円 ４７３．０億円 ２６１．８億円 ５２３．１億円 ２１１．６億円 ４０．５％

電波利用料財源 ７５０．１億円 ７１０．１億円 ４０．０億円 ６６６．０億円 ８４．２億円 １２．６％

合 計 １,４８４．９億円 １,１８３．１億円 ３０１．８億円 １,１８９．１億円 ２９５．８億円 ２４．９％

上記のほか、東日本大震災復興特別会計に復興庁所管として、東日本大震災からの復旧・復興対策に
係る経費を５３．５億円要求（前年度予算額 ５０．２億円）。
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Ⅰ 元気をつくる

平成26年度 総務省ＩＣＴ関係重点政策-全体概要-

Ⅲ 便利なくらしをつくる

Ⅳ みんなの安心をまもる

１.  経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進

４．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現

５．ＩＣＴの安心・安全の確保

■ ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進 ビッグデータの利活用の推進、オープンデータ流通環境の構築推進

■ 放送サービスの高度化 ４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ等の推進等

■ Ｇ空間×ＩＣＴの推進 Ｇ空間情報の利活用の推進

■ 世界最高レベルの通信インフラの整備 超高速ブロードバンド基盤整備の推進等

■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 ＩＣＴ分野におけるイノベーションの創出、戦略的な国際共同研究や国際標準化の推進等

２.  新たな市場創出のための国際展開の推進

■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 我が国のＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツの海外展開等

■ ＩＣＴによる復興の推進 ＩＣＴ基盤整備による復興街づくりへの貢献、被災地における医療情報連携基盤の整備支援等

．３．東日本大震災からの復興の着実な推進

■ 超高齢社会への対応 「スマ－トプラチナ社会」の構築

■ 資源探査及び社会資本整備支援 鉱物・エネルギー問題の解決、社会インフラ問題の解決

■ 街づくりの推進等 街づくりの推進、教育分野におけるＩＣＴの活用、ＩＴＳの推進

■ サイバーセキュリティの強化 サイバー攻撃に対するセキュリティ対策

■ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備 パーソナルデータの適正な利活用促進等

■ 放送ネットワークの強靱化 災害時における国民に対する迅速かつ適切な情報提供の確保

■ 災害に強い情報通信インフラの整備 地域公共ネットワーク等の強靱化、データセンターの地域連携の推進

Ⅱ 命をまもる
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■ ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進

ビッグデータ国内流通量の推移

• 農業の生産性向上や社会インフラの維持管理等の社会的課題に関してビッグデータ･オープンデータを利活用して解決
する仕組みについて、公共クラウドに搭載された地方公共団体保有データも活用しつつ実証等を実施。

• ベンチャー企業や若手人材等に着目し、ビッグデータ等のＩＣＴを活用した新規性・創造性あるアイディアの展開を
支援するための環境を提供することにより、高付加価値の新サービスの創出に貢献。

• ビッグデータの利活用を可能とする情報通信ネットワーク基盤技術の確立に向けた研究開発等を実施し、ビッグデータ
関連市場の創出に貢献。

• 戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）を活用し、競争的資金による研究開発を通じて、ビッグデータ等の
利活用に資する先進的な通信アプリケーションの開発やデータサイエンティスト等の若手人材育成に貢献。

ビッグデータ時代に対応した
情報通信ネットワーク基盤技術の確立

【主な経費】 ビッグデータ・オープンデータの活用の促進 30.9億円（新規）
戦略的情報通信研究開発推進事業 23.8億円

■ ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進

※ スマートフォンやＳＮＳ、多様なセンサー等から収集される多種多量なデータ

■ ビッグデータ※の利活用の推進

センサーからの
情報収集

情報の検索・解析

情報通信
ネットワーク基盤

サーバー・データベース クラウド

デ
ー
タ

デ
ー
タ

伝 送

情報の利活用収集・蓄積

情報の爆発的増加情報の爆発的増加

情報の爆発的増加

・・・・

環境

エネルギーエネルギー

行政

小売

医療
交通農業

サイエンス
データ

プローブ情報
カーナビ

HEMSモニタ
リング

BAN SNS

教育・研究

製造

トレーサ
ビリティ

温度・
湿度

オフィス
データ

POSデータ

センサー
データ

体温計

新市場・産業の創出

国際競争力強化

社会システムの効率化
利用者ニーズに

応じたサービス提供

防災

地理空間
情報

家電

地震
センサー

デジタルデータの増大とビッグデータの利活用例

社会インフラ
☞センサーにより道

路等の状況をデー

タとして把握し、

効率的な維持・管

理に貢献

農業 建機
☞GPSで建機の稼

働状況等を把握

し、適切なメンテ

ナンス提供、建設

需要予測等に活用

気象情報

出典：総務省「情報流通・
蓄積量の計測手法の
検討に係る調査研究」

☞センサーからほ場

のデータを収集

し、日々の育成状

況を把握すること

で、生産性を向上

☞各地住民からのレ

ポートを分析し、

リアルタイムの天

気予想や災害対応

に活用

ビッグデータ活用により約7兆7000億円の経済効果 （平成25年版情報通信白書より）
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Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）■ ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進 （続き）■ ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進 （続き）

【主な経費】 情報流通連携基盤構築事業 3.0億円

• 急速に進展してきたブロードバンド環境を活かし、組織や業界内で利用されているデータを社会でオープンに利用できる
環境（オープンデータ流通環境）の構築が必要。

オープンデータ流通環境の構築に向け、具体的には以下のための実証実験を実施。

① 標準的データ記述方法（共通ＡＰＩ※）の確立・国際標準化

② データの２次利用に関するルール（データガバナンス方式）の策定

③ オープンデータのメリットの可視化 等

■ オープンデータ流通環境の構築推進

※ 共通ＡＰＩ（Application Programming Interface）：多様なデータの相互運用性を確保するための共通のデータ形式や通信規約

オープンデータ流通環境の構築推進

ＩＣＴ利活用の推進

ＩＣＴ基盤（インフラ）の構築

行
政

医
療

教
育

（
個
別
分
野
）

・・・

ＩＣＴ利用環境の整備

農
業

情報流通連携基盤の構築
データ様式やＡＰＩの共通化等を通じた
「オープンデータ流通環境」の整備等

「横軸」の
取組強化

情報サービス（例）

情報流通連携基盤共通ＡＰＩ

＜防災情報サービス＞

浸水危険エリア

避難勧告エリア

＜公共交通情報サービス＞ ＜地盤情報サービス＞

様々な情報の組み合わせ

＜国・地方公共団体が持つ情報＞ ＜民間が持つ情報＞

被害情報 避難所情報 行政情報 観光・イベント電車・バス
運行情報等

気象情報 地盤情報

情報ソース（例）

遅延情報

リアルタイム
位置情報

国・県・市町村の
地盤情報を一覧表示
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ Ｇ空間×ＩＣＴの推進■ Ｇ空間×ＩＣＴの推進

【主な経費】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業 14.0億円（新規）
災害に強いＧ空間シティの構築等新成長領域開拓のための実証事業 24.0億円（新規）■ Ｇ空間情報の利活用の推進

• Ｇ空間情報（地理空間情報）を活用して新産業・新サービス創出、防災や暮らしの安心等に寄与するため、
官民が保有するＧ空間データを自由に組み合わせて利活用できるプラットフォームの構築・実証を実施。

「Ｇ空間プラットフォーム」「Ｇ空間シティ」の構築

• 空間情報と通信技術を融合させて、暮らしに新たな革新をもたらすため、「Ｇ空間シティ」において、世界最先端の
防災システムをつくるとともに、先進的・先導的なＧ空間×ＩＣＴの利活用モデルを構築。

Ｇ空間関連市場規模

※ 売上高ベース。なお、平成24年度（2012年度）の我が国の総売上高は、1302.3兆円
（総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査（速報）」（平成25年１月29日））
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平成24年度（2012年度） 平成32年度（2020年度）

19.8兆円

14.5兆円

15.4兆円

32.3兆円

62.2兆円

①官民が保有するＧ空間
情報を自由に組み合わせ
て利活用できるプラット
フォームを活用したサービ
スの拡充による効果

② 先進的・先導的なＧ空
間×ＩＣＴの利活用モデル構
築による、新産業・新サー
ビスの創出による効果

（単位：兆円）
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ 放送サービスの高度化■ 放送サービスの高度化

【主な経費】 次世代放送システムに関する実証実験 14.0億円（新規）
先進的な電波利用システムの創出に向けた研究開発 20.2億円の内数（新規）
電波資源拡大のための研究開発等 97.1億円の内数

■ ４Ｋ・８Ｋ※ 、スマートテレビ等の推進

２Ｋ ４Ｋ ８Ｋ

200万画素
現行ハイビジョン

８００万画素
現行の４倍

３，３００万画素
現行ハイビジョンの16倍

スマートテレビ
（放送・通信
連携サービス）

前倒し
前倒し

４Ｋ

・
リ
オ
・

オ
リ
ン
ピ
Ḕ
ク

・
オ
リ
ン
ピ
Ḕ
ク

2011 2012 2013    2014 2016 2020

８Ｋ

・
ブ
ラ
ジ
ルᷫ

リ
オ
・ᷬ

ワ
ー
ル
ド
カ
Ḕ
プ

地上放送

ロードマップ 放
送
開
始

スーパー
ハイビジョン
（４Ｋ・８Ｋ）

放
送
開
始

放
送
開
始

放
送
開
始

地デジ移行 ２Ｋ

• ４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ等の次世代放送システムの早期の放送開始と円滑な普及促進に向けて、以下の取り組みを
推進することで、映像産業分野の新事業を創出し、国際競争力強化を図る。

① ４Ｋ・８Ｋの伝送等に関するシステムの技術検証を実施（衛星・ケーブル網での伝送等円滑な普及に資する技術等）。

② ４Ｋ・８Ｋのコンテンツ制作の促進に資する実証実験を実施。

③ スマートテレビによる公共・地域情報発信等のための実証実験を実施。

④ 限られた周波数帯域における超高精細度映像の効率的な伝送を可能とする技術等の研究開発を実施。

※ ４Ｋ・８Ｋ ：高精細・高臨場感な映像技術であるスーパーハイビジョンの規格。現行ハイビジョン（２Ｋ）と比較し、
４Ｋは４倍、８Ｋは１６倍の画素数。

次世代放送サービスの推進
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ 放送サービスの高度化 （続き）■ 放送サービスの高度化 （続き）

【主な経費】 クラウド時代に対応したコンテンツ流通環境整備推進事業 4.5億円■ デジタルコンテンツの流通促進

• 多様な情報端末の登場に対応して、様々なチャネルで迅速・効率的に放送コンテンツを流通させるための取組を実施。

• 具体的には、①放送コンテンツのネット配信、海外販売等の二次利用に係る権利処理の円滑化、②正規の放送コンテンツ
の海外展開に際して障害となるネット上の違法コンテンツの対策に関する実証を行う。

NHK キー局 ローカル局 CATV 衛星

パソコン

海外での放送・
ネット配信

放送コンテンツ

コンテンツ流通環境の整備

権利者(団体)

放送事業者

・ネット配信等の二次利用権利処理窓口を一元化
・ＩＣＴ活用による権利処理の効率化

（オンライン申請・許諾、権利情報の集中管理）

コンテンツの権利処理の円滑化

タブレット端末 スマートフォン スマートテレビ

クラウド時代に対応した
コンテンツ流通環境整備の一体的な推進
（権利処理の円滑化、違法コンテンツ対策）

地上テレビ番組
25.2%

衛星・CATV放送
7.8%

映画ソフト
5.6%

ビデオソフト
3.0%

ゲームソフト 6.5%
音楽ソフト

5.7%
ラジオ番組

1.8%

新聞記事
15.1%

コミック

4.4%

雑誌ソフト
11.0%

書籍ソフト
6.4%

データベース記事
2.6%

日本のコンテンツ市場規模

テキスト系ネットオリジナル 3.5%

映像系ネットオリジナル 1.1%

11兆1,600億円
（2011年）

放送コンテンツ
は３割強

・出典：総務省情報通信政策研究所
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」より作成
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ 世界最高レベルの通信インフラの整備■ 世界最高レベルの通信インフラの整備

■ 第４世代移動通信システムの導入に向けた制度整備

• 世界最先端の第４世代移動通信システム（４Ｇ）を早期に実用化するため、年内に技術導入に必要な制度を整備し、
来年までに新たな周波数帯の割当を行うとともに、４Ｇの更なる高度化と我が国技術の国際展開支援のため、国際的に
調和のとれた形で、更なる追加割当候補周波数の確保を目指す。

■ 情報通信分野における競争政策の見直し

• ＮＧＮ※のオープン化やモバイル市場の競争促進を含めた情報通信分野における競争政策の検討課題を洗い出す
とともに、電気通信事業法等の具体的な制度見直し等の方向性について検討を実施。

※ Next Generation Network：従来の電話網がもつ信頼性・安定性を確保しながら、ＩＰネットワークの柔軟性・経済性を備えた、次世代の情報通信ネットワーク

音声音声 インターネット接続インターネット接続

数kbps 384kbps 14Mbps 100Mbps

3.9世代
LTE

（Long Term Evolution）

2001～2001～1993～1993～

第３世代
W-CDMA

CDMA2000
（世界共通）

1980’s1980’s

第２世代
PDC（日本）
GSM（欧州）

cdmaOne（北米）

2006～2006～

3.5世代
HSPA等

第１世代

アナログ方式

（ADSL同等）音楽、ゲーム等サービスの高度化（ADSL同等）音楽、ゲーム等サービスの高度化

無線アクセス

無線LAN

広帯域移動無線アクセス(BWA)システム

広域化
モバイル化

XGP、モバイルWiMAX

（20～４0Mbps）

高度BWA

（100Mbps）

AXGP
WiMAX R2.1

2010.12～2010.12～

携帯電話

第４世代
（IMT-Advanced）

現在現在

2000年 2010年 201５年2005年

高速移動時 100Mbps
低速移動時 1Gbps

(光ファイバと同等)(光ファイバと同等)

携帯電話等の進化
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ 世界最高レベルの通信インフラの整備 （続き）■ 世界最高レベルの通信インフラの整備 （続き）

【主な経費】 情報通信利用環境整備推進事業 6.0億円■ 超高速ブロードバンド基盤整備の推進

• 過疎地・離島等において、医療・健康福祉・教育分野等での利活用に資する超高速ブロードバンド基盤整備を
実施する地方公共団体等に対し、その事業費の一部を補助。また、過疎地・離島等における持続可能な超高速
ブロードバンド基盤整備の在り方について検討を実施。

（電気通信事業者の局舎）

公共施設（学校、医療機関等）

一般世帯

行政・防災ｾﾝﾀｰ 住民宅

防災一斉通知、
行政情報の配信など

【緊急情報告知システム】

【在宅高齢者向け健康支援】

医療機関

健康福祉センター

情報共有

・日々の問診データ
・テレビ電話健康相談

・問診
・健康相談

・健康相談

・問診

超高速ブロード
バンドの利用 高齢者世帯

超高速ブロード
バンドの利用

情報通信利用環境整備推進事業のイメージ

超高速ブロードバンド
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 元気をつくる ３．災害に強い情報インフラの整備 （続き）Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化

【主な経費】 ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム 18.4億円（新規）

【主な経費】 戦略的情報通信研究開発推進事業 23.8億円【再掲】
先進的ＩＣＴ国際標準化推進事業 3.0億円

■ ＩＣＴ研究開発によるイノベーションの創出

■ 戦略的な国際共同研究や国際標準化の推進

イノベーション創出の仕組み

• ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを創出するため、大学、ベンチャー企業などによる技術成果の具現化を
支援する常時応募可能な研究開発制度等を新設。

• 我が国の国際競争力強化に向け、外国政府との連携による国際共同研究や我が国が優位性を有する先進的ＩＣＴの
国際標準化活動を戦略的に推進。

ⅰ ⅱ ⅲ
（新設）

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の
研
究
開
発
に
よ
る

新
事
業
・
新
産
業
の
創
出

発見・科学的知見 実用性

検証
実現可能性 製品化 製品展開

（国内・国外）

死の谷研 究 開 発 フ ェ ー ズ 事業化・産業化フェーズ

コンセプト
実証

開発

常時応募可能な「ビジネスモデル
実証フェーズ」 の新設

プロトタイプ作成、コンセプト検証等

公募型研究開発

ベンチャーキャピタル等による
評価、失敗の分析
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Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 （続き）■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 （続き）

• セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネットワークの要素技術を統合した大規模な
試験ネットワークを構築・運用し、システム技術を確立等。

【主な経費】 ＮＩＣＴ運営費交付金 281.7億円■ 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮーＸ）の着実な構築・運用等

○ 新世代通信網テストベッド（JGN-X）は平成23年4月より運用開始。

○ 試験ネットワークをテストベッドとして広く産学官に開放し、新しい
アプリケーションのタイムリーな開発を促進。また、海外の研究機関との
接続により、戦略的な国際共同研究・連携を推進。

セキュリティやエネルギー消費等の現在のネットワークが抱える問題を抜本的に解決する

中核技術を確立することにより、研究開発・標準化競争で主導権を確立し、経済成長を実現。

韓国 米国

タイ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 中国

海外の研究機関と接続
新世代通信網テストベッドの構築・運用状況
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Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）Ⅰ 元気をつくる １．ＩＣＴによる新たな価値創造産業の創出 （続き）■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 （続き）■ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 （続き）

• スマートフォンの急速な普及に代表されるように、ワイヤレスブロードバンドの進展に伴い移動通信トラヒックなどが
急増しており、電波の更なる有効利用促進が喫緊の課題。

■ 電波の有効利用の促進による新産業の創出
【主な経費】 先進的な電波利用システムの創出に向けた研究開発 20.2億円（新規）

電波資源拡大のための研究開発等 97.1億円
周波数有効利用促進事業（デジタル防災ＩＣＴシステム等の整備） 40.1億円

電波を利用した新産業の創出

※移動通信事業者６社（NTTﾄﾞｺﾓ､ＫＤＤＩ､ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ､ｲｰ・ｱｸｾｽ､UQｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝｽ､゙Wireless City Planning）の協力により移動通信のトラヒック（非音声）を集計

移動通信トラヒックの増加

154.6
181.3

234.8
274.3

328.9 349.0

422.0

469.8

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

(Gbps) 移動通信トラヒック（月間平均）

年間約1．7倍
に増加

23年 24年 25年

• 限られた周波数を効率的に利用する技術の開発や周波数の再編に資する防災用等のデジタル無線システムの
整備支援等の実施を通じ、周波数のひっ迫状況を解消し、電波の更なる有効利用促進を図り新産業を創出。
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Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開

日本方式（ISDB-T）

米国方式（ATSC）

欧州方式（DVB-T/T2）

中国方式（DTMB）

主要な地上デジタル放送方式

地デジ日本
方式採用国

地デジ方式
未決定国

ASEANを中心とする
アジア地域

• 我が国ＩＣＴの海外展開の契機とすべく、南部アフリカ諸国、中米諸国等地デジ日本方式未決定国に対し、
地デジ日本方式採用を働きかけを実施。

• 地デジ関連市場における我が国事業者の展開を支援するとともに、他のＩＣＴ分野のビジネス展開を支援。

• ＡＳＥＡＮ域内の経済活性化や社会問題の解決、連結性の強化に貢献する「ＡＳＥＡＮスマートネットワーク構想※」の
実現等を通じ、防災ＩＣＴ等我が国の先進的ＩＣＴの国際展開を推進。

※ ＡＳＥＡＮ各国間/各国内で高速・多機能なＩＣＴインフラの早期整備を図るとともに、防災分野等で先進的なＩＣＴ利活用モデルの導入を目指す構想

■ 我が国のＩＣＴ産業の海外展開の推進

• ＩＣＴを活用したシステムの国際競争力の強化・海外導入に向けた調査及び実証実験等を行い、その効果や有用性を
他国に示すことを通じて、我が国のシステムをグローバルに展開。

【主な経費】 我が国のＩＣＴ産業の国際競争力強化に向けた
グローバル展開の推進 13.0億円（新規）

■ 地デジ日本方式等の海外展開 【主な経費】 ＩＣＴ海外展開の推進 9.2億円

※ 地上デジタル放送日本方式は、１５ヶ国において採用。
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（参考） ＩＣＴ（情報通信技術）等に関する各国への働きかけ

● 途上国を中心にICT（情報通信技術）海外展開に向けたトップセールス

 地デジ日本方式： 中南米・南部アフリカを中心に、日本を含む15カ国で採用実績あり
①携帯端末による受信（ワンセグ）、②緊急警報放送、③データ放送は日本方式のみの性能

 ICT利活用による社会課題の解決： 防災、医療、教育、国土管理、農業等、相手国ニーズに合わせた協力

 「日本型」郵便システム： 迅速かつ確実に届く日本の郵便インフラシステム（業務ノウハウ・関連技術等）を展開し、
関連ビジネスを創出

● 各国とも、日本の高い技術・イノベーションに極めて高い関心。ICTは我が国の国際戦略上重要な位置づけ。

概 要

● インドネシア

防災ICTシステム について、協力合意

（H25. 4.28-5.1 ジャカルタ： 通信情報大臣、国民福祉調整大臣等）

● ミャンマー

ICTインフラ、 防災ICT、 郵便システム 協力に関する

実務的協議の場の設置について、合意

（H25. 5.20-23 東京： 通信・情報技術大臣）

● モルディブ

地デジ日本方式 導入、大筋合意

（防災、教育、医療）

（H25.6.29-7.3 マレ： ワヒード大統領、運輸通信大臣、外務大臣等）

● ボツワナ

地デジ日伯方式 決定・覚書締結、

ICTシステム協力の意見交換（防災、国土管理、教育、医療）
（H25.7.17 東京： 公共政策担当大臣）

● ブラジル

地デジ日伯方式 世界展開連携強化合意、

ICTシステム協力 覚書締結

（4K/8K、防災、国土管理、農業、教育、医療）
（H25.7.23-26 ブラジリア： 通信大臣）

● スリランカ

地デジ日本方式 導入に向け、極めて前向きな回答

ICTシステム協力 検討開始に大筋合意

郵便システム のアピール
（H25.7.28-29 コロンボ： ラージャパクサ大統領、マスメディア情報大臣等）

最近のトップセールス

Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 （続き）■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 （続き） 17



Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-Ⅰ 経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 –新たな放送・コンテンツ市場の創出-■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 （続き）■ ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 （続き）

■ 放送コンテンツの海外展開強化 【主な経費】 放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業 13.0億円（新規）

• クールジャパン推進に向けた放送コンテンツ海外展開の促進のため、日本の放送局や番組製作会社が、異業種を
含む周辺産業との連携等による新たなビジネスモデルの構築、地域の活性化（「元気な地域をプロデュース」）などを目的と
した放送コンテンツを製作・発信するためのモデル事業を実施。

現地での⽇本の
製品やサービス等
の消費拡⼤

訪⽇観光客の増加、
⽇本での消費拡⼤

放送コンテンツの海外展開

放送

インターネット

技術や産品
・放送局

・番組製作会社

周辺・地域産業

連携

ファッション・
コスメ

観光資源

海外への放送･配信

地上テレビ番組の輸出金額は、2005年に韓国
が日本を逆転、以降格差拡大。

※テレビ放送の国内市場規模（2010年）：
日本3兆6,700億円、韓国3,800億円

（単位：億円）

⽇本

韓国

地上テレビ番組の輸出金額

■ サイバー空間における国際的なルールづくり
• 情報の自由な流通の一層の促進と安心・安全なインターネット利用環境の実現に向けて、グローバルなルールの調和を図る。
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Ⅱ 命をまもる ５．ＩＣＴによる新たな復興の推進Ⅱ 命をまもる ５．ＩＣＴによる新たな復興の推進Ⅱ 東日本大震災からの復興の着実な推進 -ＩＣＴによる新たな復興の推進-Ⅱ 東日本大震災からの復興の着実な推進 –ＩＣＴによる新たな復興の推進-■ ＩＣＴによる復興の推進■ ＩＣＴによる復興の推進

• 復興に向けて、環境やエネルギー利用効率に配慮した新たな街づくりを行う地域において、住民生活・地域経済に
必要不可欠なＩＣＴ基盤の整備を支援。

• 東日本大震災により被災した地域の情報通信基盤の復旧事業を実施する地方公共団体に対し支援を行い、
被災地域の早急な復旧を図る。

■ ＩＣＴ基盤整備による復興街づくりへの貢献 【主な経費】 被災地域情報化推進事業 51.3億円の内数
情報通信基盤災害復旧事業費補助金 2.1億円

ＩＣＴ基盤整備による復興街づくり

沿岸部の居住が
限定的な地域

海

◎共聴施設等
の整備 高台等移転

◎居住地向け
通信基盤の整備

新たな街づくりを
行う地域

◎公共施設等向け
情報通信基盤の整備

◎中継局の整備

漁業用海岸局
漁船
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Ⅱ 命をまもる ５．ＩＣＴによる新たな復興の推進Ⅱ 命をまもる ５．ＩＣＴによる新たな復興の推進Ⅱ 東日本大震災からの復興の着実な推進 -ＩＣＴによる新たな復興の推進-Ⅱ 東日本大震災からの復興の着実な推進 –ＩＣＴによる新たな復興の推進-■ ＩＣＴによる復興の推進 （続き）■ ＩＣＴによる復興の推進 （続き）

■ 被災地域でのテレワークの推進 【主な経費】 被災地域情報化推進事業 51.3億円の内数

■ 被災地における医療情報連携基盤の整備支援 【主な経費】 被災地域情報化推進事業 51.3億円の内数

• 「東北メディカル・メガバンク計画」の推進に向け、ＩＣＴを活用した災害に強い医療情報連携基盤の整備を支援し、
切れ目のない医療提供体制の復興を促進。

• 自宅や仮設住宅等でパソコンを使って仕事ができる仕組み（テレワーク）を活用し、被災自治体における住民の
就労促進に向けたテレワークシステムの構築を支援。

被災地域におけるテレワークの推進

地域医療情報連携基盤の構築

東北メディカル・メガバンク計画

バ
イ
オ
バ
ン
ク
整
備

診療情報等 介護関連情報

ブロードバンドネットワーク

地域医療情報連携基盤

健診情報

カルテ情報、調剤情報、
介護情報等を蓄積・共有

いつでも、どこでも
安全に情報にアクセス

・・・・・・

各種情報の
記録・蓄積・閲覧

県内他地域等（後方
支援）

大学病院等・
救急医療

自治体

遠隔健康相談

遠隔医療相談

診療所・
専門医

患者・住民

専門医

保健師・
健康指導員

健康指導の実施

避難所・
集会所

地域医療連携医療圏

介護施設

仮設診療所

調剤薬局

仮設住宅

在宅診療中核的
医療機関

診療所

連携

医療情報連携基盤の整備

全国の企業等

業務発注 業務受注

マッチング

自宅・仮設住宅等

支払

納入

テレワークサイト

被災地における就業機会の拡大
地域活性化の推進

（想定されるテレワーカー）

 地元での就業を希望

 被災地では求人が少ない
事務的職業を希望

 生活再建等の理由により
自宅を離れられない

 家庭・周辺環境等の変化
により自宅で介護・育児等
に従事せざるを得ない 等
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患者・住民

介護施設

患者宅

訪問看護
ステーション診療所

訪問介護事業所 訪問薬局

自治体

病院 在宅療養
支援診療所

医療情報連携基盤の全国展開

【主な経費】 スマートプラチナ社会構築事業 22.0億円（新規）
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発 5.4億円■ 「スマートプラチナ社会」の構築

ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立

• 「ＩＣＴによるライフイノベーションへの貢献」として脳科学の知見を応用し、手足・言語を介さずネットワークを通じて
機器・器具等を制御する技術等、高齢者・障がい者の社会参加の拡大等を促す研究開発等を実施。

• 超高齢社会におけるＩＣＴ利活用の推進方策として以下の施策を通じて、生産年齢人口の減少や医療費の増大等、
超高齢社会がもたらす課題の解決に貢献。

① 高品質で低廉な医療を実現するため、全国数カ所で医療機関等の情報連携のモデル実証を行い、
医療情報連携基盤の全国展開を推進

② 生活習慣病等の発症・重症化予防のため、ヘルスケアポイントを用いた大規模社会実証装を行い、
ＩＣＴ健康モデル（予防）を確立

③ 多様で柔軟な働き方の確立・普及に向けた実証等を行い、新たなワークスタイル（テレワーク）を実現

④ 高齢者がＩＣＴを使ってコミュニティで活動できる社会環境を実現するための実証を行い、ＩＣＴリテラシーの向上を推進

⑤ ＩＣＴを活用したロボットの開発・実用化に向けて医療・介護用ロボット等を運用するための基盤整備を実施

ヘルスケアポイントの付与

データ蓄積・解析 健康指導等健康データ等の計測

健康
情報

データ
ベース 保険者・保険事業

受託事業者

体組成計歩数計

■ 超高齢社会への対応■ 超高齢社会への対応

• 2020年には23兆円規模の高齢者向けＩＣＴを活用した新産業を創出。
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■ 資源探査及び社会資本整備支援■ 資源探査及び社会資本整備支援

■ 鉱物・エネルギー問題の解決 【主な経費】 海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に関する研究開発 3.0億円（新規）

■ 社会インフラ問題の解決 【主な経費】 スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立 5.0億円（新規）

無人探査機の高精細映像やソナー
データを陸上拠点にリアルタイム送信

洋上中継機と衛星を介して
無人探査機と母船・陸上拠
点間をリアルタイム通信

調査船（母船）洋上中継機

無人探査機

海洋ブロードバンド環境の構築 スマートなインフラの維持管理

• 将来の国産資源として期待される海洋資源の調査を効率化するため、通信衛星を活用して洋上のブロードバンド環境
（10Mbps級）を構築するための次世代通信衛星技術の研究開発を実施。

• 社会インフラの老朽化を踏まえ、ＩＣＴを活用したインフラの効率的な維持管理を実現するため、センサー等で計測した
ひずみ、振動等のデータを、高信頼かつ低消費電力で収集・伝送する通信技術等を確立。

加速度センサー 振動センサー

ひずみセンサー橋梁の維持管理
トンネルの維持管理

道路の維持管理
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６．ＩＣＴによる社会的課題の解決と
豊かな生活の実現■ 街づくりの推進等■ 街づくりの推進等

■ 街づくりの推進 【主な経費】 ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証 18.0億円（新規）

センサネットワークセンサネットワーク

ブロードバンドブロードバンド

ビッグデータビッグデータ

ＩＤＩＤ

クラウドクラウド
ワイヤレスネットワークワイヤレスネットワーク

地理空間情報地理空間情報

エネルギー・環境
「ＩＣＴスマートタウン」の実現
地域が抱える諸課題の解決
国際競争力の強化
経済の活性化・雇用の創出

農林水産

医療・福祉・介護・育児

行政

防災・減災

観光・交通

• センサー、ワイヤレス、クラウド等のＩＣＴを活用した新たな街づくりの普及展開を図るために、必要となる共通基盤
（プラットフォーム）の実現に向けた実証等を推進。

• ＩＣＴ街づくり共通プラットフォームの実現に不可欠な共通ＩＤ等を活用して、より利便性の高い住民サービスを提供する
ための実証を実施。
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■ 街づくりの推進等 （続き）■ 街づくりの推進等 （続き）

■ 教育分野におけるＩＣＴの活用 【主な経費】 先導的教育システム実証事業 14.9億円（新規）

ＩＣＴを活用した教育システム

• 教育分野におけるＩＣＴ化の全国展開を促進するため、学校・家庭をシームレスに繋ぐ教育・学習環境を実現する
教育ＩＣＴシステムの実証研究を実施。多様な端末から利用可能な低コストの普及モデルの技術的標準化を行う
ことにより、導入コストの削減を実現。

家庭

＜家庭学習＞

＜避難所＞

学校

＜学校間連携＞
（小・中・高・特）＜授業・校務＞

先導的な教育ＩＣＴシステム

シームレスな
学習環境

教育・学習クラウドプラットフォーム

豊富なデジタル教材
（HTML5コンテンツ）

（文科省と連携）

検証

標準化
学校間

連携支援
学習者
支援

教員
支援

防災拠点
実現

学校家庭
の連携

遅れている教育ＩＣＴ利活用

＜授業（国語）におけるコンピュータの使用状況＞
（OECD/ＰＩＳＡ ２００９年（平成２１年）デジタル読解力調査結果)

我が国の授業におけるコンピュータ使用状況
は諸外国と比較して、いずれの教科でも平均
を下回る、低い水準にとどまっている。

国語、数学、理科いずれもＯＥＣＤ
加盟２９カ国中１７位

24



６．ＩＣＴによる社会的課題の解決と
豊かな生活の実現■ 街づくりの推進等 （続き）■ 街づくりの推進等 （続き）

■ 高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進 【主な経費】 次世代ＩＴＳの確立に向けた通信技術の実証 5.0億円（新規）

• 交通事故による死傷者数は、近年減少傾向にあるものの、依然として深刻な状態にある。安全・安心で快適な交通社会を
実現するためには、既存技術を更に高度化して事故を防ぐこと等が必須であり、従来の自動車単体での運転支援に加え、
車と車、車と人等をつなぐ高度な無線通信技術を活用した安全運転支援システムの早期実用化が必要。

• 実用環境を想定したテストコース等での実証を通じて、車車間通信技術等を活用した安全運転支援システムの早期実用
化に必要となる検討課題の抽出・検証を行い、実用アプリケーションが十分機能できるよう通信の信頼性、相互接続、セ
キュリティ機能を確保・考慮した通信プロトコルを策定。

安全運転支援システムの実現

車車間通信により
見通しの悪い道路での
出会い頭衝突事故防止

歩車間通信により

歩行者の急な飛び出しに
よる衝突回避
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■ サイバーセキュリティの強化■ サイバーセキュリティの強化

■ サイバー攻撃に対するセキュリティ対策
【主な経費】 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 15.0億円（新規）

ＩＣＴ環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策の推進事業 6.4億円
国際連携によるサイバー攻撃予知･即応技術の研究開発 3.0億円

• ものづくりの原動力である中小企業におけるセキュリティ対策として、小さな負担で運用可能な防御モデルの策定に
向けた調査研究及び実証実験を行うとともに、新たなサイバー攻撃に対する解析・防御モデルの検討、実践的な演習を
実施し、またサイバー攻撃の検知等に関する研究開発や国民のウイルス感染被害予防に関する実証実験を実施。

• 諸外国と連携してサイバー攻撃に関する情報を収集するネットワークを構築し、サイバー攻撃の発生を予知し
即応を可能とする技術の研究開発及び実証実験を実施。

サイバー攻撃の解析サイバー攻撃の解析

・・・

!!!

%$%

標的型攻撃メール

マルウェア
特性の解析

防御モデルの検討

中小企業向け防御モデルの検討・実証

組織内
システム 各種攻撃に

対する防御策の検討

攻撃者

実践的防御演習の実施

攻撃シナリオ

LAN管理者

演習用
テストベッド

連携

VPN

ウイルス等

インターネット

ISPによるセキュリティコントロール

ネットワーク/システム基盤を共有化
→ 小さな負担で運用可能

中小企業 中小企業 中小企業

中小企業

サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の研究開発

サイバー攻撃
予知・即応システム

我が国における
サイバー攻撃のリスクを軽減

センサー

連携国
（米国、ASEAN等）

ウイルス収集
サーバ

日本 海外

ウイルス
感染PC等

検
知

情
報

感染活動

サイバー
攻撃

ウイルス情報
セキュリティ上の事案情報

共同研究開発
サイバー攻撃情報共有
研究開発成果の展開 等

サイバー攻撃は国境を越えて発生することから、
情報収集ネットワークを国際的に構築し、サイバー攻撃に対応

インターネットサービスプロバイダ
内閣官房情報セキュリティセンター 等
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■ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備■ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備

■ パーソナルデータの適正な利活用促進 【主な経費】 パーソナルデータの適正な利活用を促進するための環境整備
に係る実証実験 5.0億円（新規）

アプリケーションの第三者検証

• パーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた利活用ルールの明確化、利活用の枠組みの実施のための制度整
備等の取組を推進。

• 個人の認証情報（ＩＤ）及び属性情報（パーソナルデータ）に関するデータ連携を複数のサービス間で高信頼に実現する
仕組み（トラストフレームワーク）の実証を実施。

• スマートフォン上のアプリケーションについて、利用者情報の適切な取り扱いが行われているか第三者が検証する
仕組みが、民間において速やかに構築されるよう、第三者検証に必要な技術的課題等を検証し、プロトタイプシステム
によるフィールド実証を実施。

• 通信サービスの実効速度について、推奨される計測方法を確立するための実証等を通じ、利用者が適切にサービスを
選択できる環境を整備。

• 誰もが安心・安全にＩＣＴを利用できる環境の整備を目指し、スマートフォンの普及や新たな情報通信技術・サービスに
適応した普及啓発活動等、様々な施策を実施。

• 電気通信分野における事故の多様化・複雑化に対応し、その防止を図るための制度整備等を実施。

■ 電気通信事業分野における信頼性・消費者利益の確保 【主な経費】 電気通信事業分野における消費者利益確保の
ための事務経費 4.3億円

アプリが取得する
利⽤者情報

プライバシー
ポリシーの記載

解析・突合

アプリケーションと
プライバシーポリシーの

検証結果を蓄積
パーソナルデータの利活用への不安パーソナルデータの利活用への期待 ×

総務省「情報通信白書（平成25年）」

パーソナルデータの利活用の事例

情報通信業：携帯電話回線のトラ
フィック状況に応じて動的な割引率を
設定

金融・保険業：自動車保険加入者の
運転状況を分析し、
事故リスクを元に、
個別に割引率を設定

その他：顧客の購買履歴などの情報
を収集・分析し、顧客に
カスタマイズした商品
案内やクーポンを提供

パーソナルデータの安全・安心な利活用の枠組み構築の必要性

ソーシャルメディアで第三者に
実名が公表されることについての各国比較

日本は他国に比べ、パーソナルデータに
不安を感じる人々の割合が高い
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■ 放送ネットワークの強靭化■ 放送ネットワークの強靭化

■ 災害時における国民に対する迅速かつ適切な情報提供の確保
【主な経費】 放送ネットワーク強靱化支援事業 19.8億円（新規）
【税制】 放送ネットワーク災害対策促進税制の創設

• 国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の安全確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの難聴
解消のための中継局の整備費用の一部を補助。

• 民間放送事業者等による災害対策のための予備送信設備、緊急地震速報設備等の整備に対する税制上の特例措置を
創設。

• 放送事業者の経営基盤の強靭化、新たな放送サービスへの周波数割当その他の制度整備を実施。

ラジオ放送の難聴解消のイメージ
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■ 災害に強い情報通信インフラの整備■ 災害に強い情報通信インフラの整備

■ 地域公共ネットワーク等の強靭化

■ データセンターの地域連携の推進

• 複数のデータセンターによるバックアップ体制を構築する際の課題を解決し、データセンターの耐災害性・信頼性を
向上させるための実証を実施。

【主な経費】 データセンターの地域連携実現のための実証 3.0億円（新規）

【主な経費】 地域ＩＣＴ強靭化事業 40.7億円（新規）

利活用手法利活用手法
（例）

携帯電話等で
避難指示等を

確認

タブレット端末等を利用し
避難所の位置等を

確認

災
害
関
連
情
報
等都道府県庁・

市町村役場

避難指示・勧告
避難所情報
河川情報 等

・・・・

防災情報ステーションの整備 データセンターの地域連携

• 地域住民や帰宅難民者等が、災害時でも確実に携帯電話やタブレット端末等を通じて情報を入手できるよう、
耐災害性の高い無線ＬＡＮや情報の一斉配信等の機能を有する防災情報ステーションの避難所への整備等を行う
地方公共団体等に対し、その事業費の一部を補助。

• 災害時の通信・放送網遮断を回避するため、地域の公共ネットワーク・ＣＡＴＶネットワーク等について、防災上の観点から
無線による多重化や有線迂回等の整備を行う地方公共団体等に対し、整備費用の一部を補助。

異なるシステムでも
お互いを補完

システムa

システムb システムc

データセンタＡ

データセンタＢ

防災情報ステーションを通じて、

無線LAN等を活用した情報発信

太陽光パネル・蓄電池

無線ＬＡＮ基地局

監視カメラ

搭載機能（例）

※ 地域のニーズに応じて必要な機能を実装
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